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i.� はじめに
インド法では、電⼦契約および電⼦署名された記録は、
紙の書⾯と同等の法的効⼒が認められています。契
約については「1872年インド契約法（Indian�Contract�
Act,� 1872。以下「契約法」）」が規定し、「2000年情報
技術法（Information� Technology� Act,� 2000。以下
「IT法」）」が電⼦記録および電⼦署名を法的に認めて
います。また、電⼦記録の証拠としての取扱いについ
ては、「2023年バーラティヤ証拠法（Bharat iya�
Sakshya�Adhiniyam,�2023。以下「BSA」）」が規定して
います。

電⼦商取引やデジタル融資の拡⼤に伴い、電⼦的な
⽅法による契約締結が⼀般的になっています。本稿で
は、電⼦契約の成⽴要件、電⼦署名に関する法制度、
電⼦化の対象外となる⽂書・証書、および電⼦記録の
証拠としての取扱いについて解説します。

ii.�法令の枠組み
電⼦契約が有効に成⽴するためには、契約法第10条
に定められた要件を満たす必要があります。具体的に
は、適法な申込みと承諾、適法な約因（対価）、当事者
の⾃由な意思に基づく合意、当事者の⾏為能⼒、およ
び適法な⽬的が求められます。契約の締結に電⼦的
な⼿段を⽤いた場合でも、これらの要件が免除される
わけではありません。

IT法は、以下の規定を通じて契約法を補完しています。

1.�第4条（電⼦記録の法的承認）
電⼦形式で作成された情報は、書⾯による作成が
法律で求められている場合にも、その要件を満たす
ものとして認められます。これにより、電⼦記録は紙

の書⾯と同等の法的地位を有します。

2.�第5条（� 電⼦署名の法的承認）
法令で定められた⽅法に従って電⼦署名が付され
た場合、⽂書への署名が法律で求められている要
件を満たすものとして認められます。

3.�第10A条
（電⼦的⼿段によって締結された契約の有効性）�

2008年に追加された規定であり、申込み、承諾また
はその撤回の伝達に電⼦的な⼿段が⽤いられたこ
とのみを理由として、契約の法的効⼒が否定される
ことはないと定めています。

4.�第11条〜第13条
（電⼦記録の帰属、受領確認および送受信）

これらの規定は、電⼦記録が誰によって作成され
たものとみなされるか、受領確認の⽅法、ならびに
電⼦記録の送信・受信の時点および場所について
定めています。これらは、契約がいつ、どこで成⽴し
たかを判断するうえで重要であり、裁判管轄の決定
にも関係します。

III.�電⼦契約の形態
インドにおける電⼦契約は、⼀般的に次の4つの形態
に分類されます。

1.�クリックラップ契約（Click-wrap�Agreements）
� 契約条件が表⽰された後、相⼿⽅が「同意する
� （I��agree）」を選択することで契約に同意する形式
� です。明⽰的な同意が得られるため、通常、法的拘
� 束⼒が認められます。

2.�ブラウズラップ契約（Browse-wrap�Agreements）
� 契約条件がハイパーリンクの先に掲載されており、
�
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ウェブサイトを継続して利⽤することで契約に同意
したものとみなす形式です。ただし、利⽤者が契約
条件を実際に認識しておらず、認識できる状況にも
なかった場合には、法的拘束⼒が認められるかど
うかが問題となります。

3.�シュリンクラップ契約（Shrink-wrap�Agreements）
� 主にソフトウェアなどの商品に契約条件が添付さ
� れており、商品を開封する、ソフトウェアをインスト
� ールする、または使⽤することによって、契約への
� 同意があったとみなす形式です。

4.�電⼦メールなどの電⼦的なやり取りによって
成⽴する契約
� Trimex� International� FZE� Ltd.� v.� Vedanta�

�Aluminium� Ltd（. 2010年、最⾼裁判所判決、
�3� SCC� 1）では、当事者間で電⼦メールをやり�
取りしたことにより契約が成⽴したと最⾼裁判所が
判断しました。この事案では、当事者が正式な契約
書を作成することを予定していたものの、最終的に
その契約書が締結されていませんでした。それでも
、電⼦メールのやり取りによって契約が成⽴したと
認められました。

IV.�デジタル署名と電⼦署名
IT法では、「デジタル署名（Digital� Signature）」と、�
より広い概念である「電⼦署名（E l e c t r o n i c�
Signature）」を区別しています。デジタル署名は、電⼦
署名の⼀種に位置付けられます。

1.�デジタル署名（第3条）
署名者は、⾮対称暗号⽅式とハッシュ関数を⽤い
て電⼦記録を認証します。電⼦記録は、署名者の秘
密鍵に対応する公開鍵を使⽤して検証されます。ま
た、署名後に電⼦記録が改ざんされた場合、署名の

検証が無効となるため、署名者の本⼈性と電⼦記
録の完全性を確認できます。

2.�電⼦署名（第3A条）
2008年に導⼊された規定で、第⼆附則に定められ
た信頼性のある⽅法による認証を認めています。
主な例として、Aadhaa（r インドの個⼈識別番号制
度）を利⽤した電⼦認証サービス「eSign」があり
ます。

第3A条第2項では、特に、署名の作成に⽤いるデータ
が署名者本⼈に固有のものであり、署名時に署名者
のみが管理していたこと、また、署名後に変更が加え
られた場合にそれを検知できることなどを、電⼦署名
の信頼性を判断する要件として定めています。

第17条に基づいて任命される認証局監督官
（Controller� of� Certifying� Authorities）は、認証局
（Certifying�Authorities）のライセンスを管理していま
す。認証局は、デジタル署名証明書（Digital�Signature�
Certificate：DSC）を発⾏します。

DSCは、会社省（MCA）への各種届出、所得税申告、GS
T（物品・サービス税）関連の届出、および公共調達の
電⼦⼊札などにおいて、必須とされています。

V.�電⼦化の対象外となる⽂書・証書と2022年改正
IT法第1条第4項により、同法は第⼀附則（First�
Schedule）に列挙された⽂書・証書には適⽤されませ
ん。そのため、これらの⽂書・証書は電⼦的な⽅法で
作成・締結することができません。しかし、2022年9⽉
26⽇付の電⼦情報技術省（Ministry� of� Electronics�
and� Information� Technology）の通知により、�
第⼀附則の対象範囲は⼤幅に縮⼩されました。

項⽬番号
 

⽂書・証書
 

2022年改正後の取扱い�

第1項� ⼩切⼿を除く有価証券（約束⼿
形、為替⼿形など）�

RB（I インド準備銀⾏）、NHB（国⽴住宅銀
⾏）、SEB（I インド証券取引委員会）、IRDA（I インド保
険規制開発庁）またはPFRDA（年⾦基⾦規制開発
庁）の規制対象事業体を受取⼈として発⾏された⼩
切⼿、約束⼿形、為替⼿形、またはこれらの事業体に
よって裏書きされたものについては、デジタル署名
が認められるようになりました。�
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クレイマンに関しまして:�KrayMan�Consultants�LLP�(KrayMan)�は、グルグラムに本社を置き、インド全⼟の⽇系
クライアントにサービスを提供している会計・アドバイザリーファームです。インド進出、会計、保証、税務、
規制、トランザクション・アドバイザリー、M&A、法務、⼈事・給与サービスなどに特化しています。私たちは、勅
許会計⼠（CPA）、会社秘書、弁護⼠、MBAで構成されるプロフェッショナルチームです。詳細については、弊社
ウェブ サイト� w w w . k r a y m a n . c o m / j p � をご 覧ください。サ ポ ートが 必 要 な 場 合 は 、
communications@krayman.com�までご連絡ください。

第2項� 1882年委任状法（Powers�
of�Attorney�Act,�1882）に基づ
く委任状�

上記の規制対象事業体に対し、委任者に代わって
⾏為する権限を付与する委任状
については、デジタル⽅式で作成・
締結できるようになりました。�

第5項 不動産または不動産に関する
権利の売買�譲渡契約�

第⼀附則から当該項⽬が削除されました。これによ
り、こうした契約もIT法の適⽤対象となり、デジタル
⽅式で作成・締結できるようになりました。�

項⽬番号
 

⽂書・証書
 

2022年改正後の取扱い�

VI.�電⼦契約の証明
2024年7⽉1⽇より、「2023年バーラティヤ証拠法（
Bha r a t i y a � S a k s h y a � A d h i n i y am , � 2 023。�
以下「BSA」）」が、従来の「1872年インド証拠法（Ind
i a n � E v i d e n c e � A c t , � 1 8 7 2）」に代わって�
施⾏されました。

BSA第61条は、第63条の規定に従うことを条件と
して、電⼦記録およびデジタル記録の証拠としての
許容性と法的効⼒を認めています。第63条では、コ
ンピュータから出⼒された記録を証拠として提出す
る際の要件が定められており、記録を提出する当事
者が作成する証明書のパートAと、専⾨家が作成す
るパートBが含まれます。

最⾼裁判所が下した� Anvar� P.V.� v.� P.K.� Basheer
（2014年、10� SCC� 473）および� Arjun� Panditrao�
Khotkar� v.� Kailash� Kushanrao� Gorantya（l 2020
年、7� SCC� 1）の判決も、引き続き重要な先例です。
これらの判決は、旧インド証拠法第65B条に基づく
原則に関連するものであり、特に⼆次的な電⼦証拠
を提出する際の証明書の要件について重要な指針
を⽰しています。

また、BSAには、電⼦契約、セキュアな電⼦記録およ
び電⼦署名、ならびに電⼦署名証明書に関する推
定規定も設けられています。適切な認証を受けた電
⼦記録については、これらの規定によって証拠とし
ての⽴証上の優位性が⾼まる可能性があります。た
だし、デジタル署名された記録は、認証されていな
い電⼦メールよりも常に⾼い証拠価値を持つという
⼀般的な原則が定められているわけではありません。

VII.�まとめ
インドにおける電⼦契約の法制度は、現在、⼗分に
確⽴されています。契約法とIT法第10A条に基づき、
電⼦契約は法的に有効と認められており、電⼦署名
およびデジタル署名も、⼿書きの署名と同等の法的
効⼒を有します。⼀⽅で、不動産の譲渡に関する登
記⼿続き、州ごとに異なる印紙税制度への対応、そ
してBSAが定める電⼦記録の証明書類に関する要
件など、引き続き留意すべき課題もあります。法令に
基づく認証⽅法を利⽤し、所定の印紙税を納付する
とともに、信頼性の⾼い監査証跡を適切に保存して
おくことで、当事者は電⼦契約の法的有効性を⾼い
確度で確保し、その権利を適切に⾏使できるように
なります。
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